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9月議会へ②-2　新しい福祉への取り組みについての展開
（1）我がまちにおける「うつ病」有病者数や「ひきこもり」の実態をどう認識しているか伺う

　参院選での公明マニフェストは
●うつ病や不安障がい等に対する総合的な対策の推進

　うつ病や不安障がい等への対応力を向上する研修事業を抜本的に拡充するなど、早期発見・治療の体制を整備します。認知行動療法の推進や専門家の育成、地域障害者職業センターの職場復帰支援を行うカウンセラーの大幅増員など、社会復帰プログラムの整備を図り、うつ病や不安障がい等の早期発見から社会復帰までの一貫した支援体制を構築します。

・メンタルヘルス（心の健康）対策の推進

地域や企業で「メンタルヘルス」（心の健康）対策を推進します。企業の「心の健康づくり計画」策定を推進し、相談体制の整備、企業におけるメンタルヘルス推進担当者や事業主に対する研修啓発、地域や企業で行う健康診断での「心の健康」指導の促進などを推進します。
としています。現状では（豊橋市の場合）保健所が中心となって精神科医師が精神保健相談や思春期相談、臨床心理士による心の健康相談などが行われている。また、臨床心理士がカウンセリングルームを開設しているケースもある。
「認知行動療法」については、折しも8月3日に「女性議員いきいきブログ」で古谷女性局長が書いておられる以下の内容がすべてです
	女性議員いきいきブログ／認知行動療法／実施する医師の研修体制拡充を／党女性局長／古屋範子

	　２００８年４月、現場の多くの要望に応えるため、党内に「うつ対策ワーキングチーム」を設置しました。そして、専門医や関係団体、経済界、労働界などから精力的に意見を聞き、「早期発見・早期治療」「受診率の向上」など２０項目の柱からなる総合的なうつ対策の提言を発表。同年７月に厚生労働相に提出しました。
　この提言の中で「認知行動療法」という精神療法の拡充強化を掲げています。わたしは沖縄で認知行動療法を実践し、画期的な成果を挙げている県立総合精神保健福祉センターを訪問し、この認知行動療法がうつ病に有効であることを認識しました。イギリスでは０８年からこうした心理療法を希望するすべてのうつ病と不安障がい患者に、国が治療を提供する「心理療法アクセス改善プログラム」を導入しました。また、３年間で約３４６億円を投じ、心理士３６００人を養成することをめざしています。
　わが国では、１０年度の診療報酬改定で「認知行動療法」の評価が新設され、健康保険が適用されることになりました。まさに、公明党の主張が実現したのです。しかし、この療法を実施できる医師の不足が喫緊の課題であることを、本年３月、わたしは衆院厚生労働委員会で強く訴えました。こうした人材の養成に関しては、８月には国立精神・神経医療研究センターで研修が実施されます。６０名の定員のところ、希望者が殺到しているようです。まだまだ、現段階の人材育成の規模は小さく、これから飛躍的に研修の体制を拡充していく必要があります。
　０９年の自殺者は３万２７５３人。うつ対策をはじめとする「新しい福祉」に、これからも挑戦し続けていかなければならないと決意しています。（衆院議員） 


（2）大阪の２幼児放置死事件でも、住民と児童相談所や行政との連携のあり方が問われています。子どもの安全確保優先の対応について伺う

2010/08/12付　朝日新聞「私の視点」に掲載されたNPO法人「日本子供の虐待防止民間ネットワーク」理事長・弁護士の　岩城　正光（いわきまさてる）氏の以下の「安全確保最優先の対応を」が必読に値します

************************************************************************************************

　子どもの虐待死の報道が後を絶たない。痛ましい事件が起きるたびに児童虐待防止法の見直しが検討され、2000年の法制定から2度改正された。しかし、子どもの虐待死が減少したという事実はない。

　毎年、心中を除いても全国で70人弱の子どもたちが虐待で生命を落としている。うち4歳未満の死亡例が8割を占める。なにより優先されるべきは、いま虐待を受けている子ども、とりわけ4歳未満の子どもを一刻も早く救い出すことだ。児童虐待防止の現場において、子どもの生命を最優先する創意工夫が求められる。ここでは3点を指摘したい。

　まず、子ども情報の管理体制をつくることだ。

いまは子どもの身長・体重・障害・家庭環境といった情報を統一的に管理する機関がどこにもない。通報で虐待の疑いが生じてから児童相談所などが子どもの情報を収集する。しかし、これでは虐待防止が後手に回る。子どもの健全育成の見地から常に前もって情報を管理する機関が必要である。学童年齢前の子ども情報は保健所・保健センターに統括管理させ、学童以降は学校に情報管理を義務づけるべきである。子ども情報を統括管理すれば、虐待の早期発見につながる。

　第二は、児童相談所の役割を見直すことだ。

現行の児童虐待防止法では、介入的機能とケースワーク機能を児童相談所の役割と位置付けている。しかし、社会的介入（親子分離）と援助（親指導・支援）という互いに矛盾する役割を児童相談所だけに担当させることにはもともと無理がある。二つの機能を委ねることで、相互の牽制も働かない。社会的介入は子どもの安全確保をなによりも最優先にした対応である。危機介入の権限については、警察の役割としても位置づけるべきである。

　第三は、国の主導的役割の強化である。

　虐待防止は子どもの生命にかかわる重要な国家施策だ。国は虐待防止に向け、さらなる指針や研修を地方公共団体や関連機関に積極的に働きかけるべきである。全国205カ所の児童相談所の技能（迅速な対応能力、家庭診断力、他機関との連携力、ソーシャルワーク、法的知識など）には著しい格差があり、もはや放置できない。

　米国の小児科医で、虐待対応の礎をつくったケンプは「虐待であるにもかかわらず判断を誤って保護せず生命を落としてしまった子どもに謝罪するくらいなら、虐待ではないのに間違って子どもを保護したときに親に謝罪する方がまだいい」と言ったという。

　子どもの虐待は、直接の加害者である親の責任にとどまらない。子どもの生命にかかわる重大な人権侵害であり、救えなければ社会にも責任がある。今こそ、この責任を果たすため、国を挙げて総力を結集するべきである。
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